
様式１（別紙）
輸出事業計画
・輸出事業計画の認定規程（３輸国第２号）第５の規定に基づく支援の対象となろうとする計画又はＧＦＰグローバル産地づくり推進事業活用産地で計画の認定を申請する方はチェックしてください。　　　□　　　　☑の場合、都道府県による内容の確認が必要となります。
・農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略（令和２年12月15日農林水産業・地域の活力創造本部決定）に基づきリスト化された輸出産地・事業者に係る計画の認定を申請する方はチェックしてください。　　□　　　　☑の場合、都道府県による内容の確認が必要となります。
・株式会社日本政策金融公庫による資金の貸付けの対象となろうとする計画の認定を申請する方はチェックしてください。この場合、本計画の内容について同社に提供されることとなります。　　　　　　　□
１　基本情報
	申請者名
	○○輸出拡大協議会
	品目
	××××

	都道府県名
	●●県
	産地のエリア又は事業実施地区
	△△地区

	市町村名
	▼▼市
	事業実施期間
	年　月　～　年　月

	申請者の事業概要
	


２　輸出に当たってのニーズの把握状況（背景と根拠）
	


３　課題と取組内容（輸出の拡大を図るため、生産、製造、加工又は流通の改善を図る取組を記載）
	


　※農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略に基づきリスト化された輸出産地・事業者に係る計画については、輸出重点品目ごとの輸出目標を踏まえた内容を記載すること。
４　現在の商流の状況と今後の商流の展開
	


５　事業の組織体系図及び連携体制図
	


６　輸出する農林水産物・食品の現状及び目標

（輸出品目：○○○○）
	
	現状
（令和〇年）
	目標年
（令和〇年）
	備考

	▲▲地区
	輸出額(円)
	
	
	

	
	輸出量（t）
	
	
	

	
	輸出先国
	
	
	

	
	生産量/取扱量（t）
	
	
	


※　生産地区が複数にわたる場合については、それぞれ別葉で記載すること。
※　目標とする時期は、事業計画最終年度の翌年度の１年間とする。
７　資金計画
	施設等
	事業内容
	予定実施年度
	事業費
	備考
（調達方法）

	●●選果施設
	
	
	
	

	△△加工施設
	
	
	
	

	改植（品種改良）
	
	
	
	


※　関連事業による支援を受ける施設等については、適宜、行を追加のうえ、記載すること。
８　その他特記事項等
	


※直近の事業年度の事業報告書、貸借対照表及び損益計算書（これらの書類がない場合は、事業内容の概要を記載した書類）を添付すること。
別添
	都道府県の担当者名及び連絡先
	都道府県名：

	
	氏名（ふりがな）：

	
	所属（部署名等）：

	
	役職：

	
	電話番号：

	
	FAX：

	
	E-mail：

	申請者の担当者名及び連絡先
	申請者団体名：

	
	氏名（ふりがな）：

	
	所属（部署名等）：

	
	役職：

	
	電話番号：

	
	FAX：

	
	E-mail：


